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改正相続法制の内容について（その３） 

 令和５年７月２８日 

弁護士 関戸一考 

１．はじめに 

  今回は，遺言の利用促進のための規定の創設と，関係者の実質的な公平を図る規

定の創設についてご説明します。 

 

２．遺言利用促進のための新設規定 

（１）自筆証書遺言の方式の緩和規定（改正民法９６８条２項）の新設 

   自分で簡単に作成できる自筆証書による遺言の場合には，日付と署名押印のみ

ならず，「遺言書の全文を自書する必要がある」と，その方式は厳格に定められ

ています（民法９６８条）。 

   しかし，財産が多数ある場合にはかなり大変な作業となります。 

   そこで改正民法９６８条２項で財産目録について以下のとおり規定されました。 

  ア．改正民法９６８条２項の内容 

    自筆証書に，これと一体のものとして相続財産の全部又は一部の目録を添付

する場合には，その目録については，自書することを要しません。 

    その場合において，遺言書はその目録の毎葉に署名し，印を押さなければな

らない，というものです。 

  イ．制度導入のメリット 

    この規定により，パソコンで目録を作成したり，通帳や登記事項証明書のコ

ピーを添付して，財産目録とすることができるようになりました。但し，その

場合すべてのページに署名・押印をしておくことが必要となります。こうする

ことにより，遺言書の偽造や変造を防止することができます。 

    しかし，その変更には，変更場所を指示して，その場所に署名・押印しなけ

ればならない（改正民法９６８条３項）とされていますので注意が必要です。 
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（２）法務局での自筆証書遺言の保管制度（遺言書保管法）の創設 

  ア．この法律の立法趣旨 

    自筆証書遺言は，公正証書による遺言とは異なり，いつでも簡単に作成する

ことができます。しかし，自宅に保管されることが多いため，紛失したり，相

続人の一部の者によって廃棄・改竄などが行われたりする可能性があり，その

ため相続人間で紛争の生ずるおそれがありました。 

    そこで，法務局で自筆証書の遺言書を保管することによって，遺言書の紛失

や隠匿等の防止など図ることができるように，その保管を法律で定めました。 

  イ．利用の方法 

    遺言者自身が住所地や本籍地などの遺言書保管所（法務局）へ出頭して保管

手続きをします（その場合遺言書は，決められた様式で，封のないものである

ことが要求されます）。 

  ウ．効果 

   ① 相続開始後（遺言者死亡後）に，相続人は法務局で遺言書の写しの交付や

閲覧が可能となります（遺言者の生存中は，遺言者以外は遺言書の閲覧がで

きません）。 

   ② 相続開始後に，法務局から他の相続人に遺言書が保管されていることが通

知されます。 

   ③ この手続きを利用した場合，家庭裁判所での自筆証書遺言の検認手続きは

不要となります。 

   ④ 遺言者は保管後といえども遺言書の保管申請の撤回が可能です。 

（３）この制度のねらい 

   統計上，遺言を残さず亡くなる人が相当多数（遺言利用者は死亡者の１０分の

１以下）いると言われていることから，遺産の分配をめぐる無用な紛争を防ぐこ

とを目的としています。 
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３．関係者の実質的な公平を図る規定の創設 

（１）遺産分割前に処分された遺産の範囲に関する規定（改正民法９０６条の２）の

新設 

  ア．改正民法９０６条の２の内容 

    遺産の分割前に遺産に属する財産が処分された場合であっても，共同相続人

は，その全員の同意により，当該処分された財産が遺産の分割時に遺産として

存在するものとみなすことができる（同条第１項），というものです。 

  イ．この制度導入の目的 

    この規定は，例えば相続人の一人によって遺産分割前に処分された財産を，

共同相続人全員の同意によるか，処分者以外の相続人の同意（同条第２項）に

より，その財産を遺産分割の対象に含めて，処分がなかった場合と同じ結果を

実現できるようにするものです。 

 

（２）特別の寄与制度の規定（改正民法１０５０条）の新設 

ア．改正民法１０５０条の内容 

 ① 改正の内容（１０５０条１項） 

   被相続人に対して，無償で療養看護その他の労務の提供により，被相続人

の財産の維持又は増加に寄与した被相続人の親族は，相続人に対し，特別寄

与料の支払いを請求することができる，というものです。 

   ② 効果 

     特別に寄与した親族（これを，「特別寄与者」といいます）は相続人に対し，

「特別寄与料支払請求権」を取得します。各相続人は，特別寄与料を法定相

続分に応じて負担することになります（１０５０条５項）。 

   ③ 特別寄与料決定手続方法（１０５０条２項） 

     特別寄与料の支払金額は，当事者間の協議により決定します。しかしこれ

が調わないときまたは協議ができないときは，家庭裁判所に協議に代わる処
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分を請求することができます。 

   ④ 行使期間の制限（１０５０条２項の但書） 

     家庭裁判所に対する処分の請求は，特別寄与者が相続開始及び相続人を知

った時から６カ月以内に請求することになります。但し相続開始の時から１

年を経過したときは，もはや支払いを請求することはできません。 

  イ．制度導入のメリット 

    これまでは，相続人以外の者（例えば長男の妻）が，生前被相続人の介護に

尽くしても，相続財産を取得することができませんでした。しかし，それを

是正して，特別寄与者は相続人に対して金銭請求ができることとして，介護

等の貢献に報いるようにしたものです。 

                                  （つづく） 


